
歳出・市税を市民一人当たりにすると
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平
成
19
年
度
は
、
第
一
次
総
合
計

画
に
掲
げ
た
基
本
方
針
に
沿
っ
た
施

策
を
展
開
し
な
が
ら
、
市
民
の
視
点

に
立
っ
た
効
率
的
・
効
果
的
な
行
政

運
営
を
目
指
す
た
め
、
行
政
改
革
に

も
取
り
組
み
ま
し
た
。

　

決
算
額
は
、
歳
入
で
２
７
８
億
７
４

３
３
万
円
、
歳
出
で
２
７
４
億
９
２
１

２
万
円
、
差
し
引
き
３
億
８
２
２
１
万

円
。
こ
れ
か
ら
翌
年
度
へ
繰
り
越
し
た

事
業
に
あ
て
る
財
源
３
８
６
９
万
円
を

差
し
引
き
、
実
質
収
支
で
３
億
４
３
５

２
万
円
の
黒
字
決
算
と
な
り
ま
し
た
。

市
税
は
66
億
５
５
６
７
万
円

　

歳
入
総
額
は
、
前
年
度
に
比
べ
る

と
0.5
％
減
の
２
７
８
億
７
４
３
３
万

円
で
す
。
歳
入
の
内
訳
を
み
る
と
、

皆
さ
ん
が
納
め
た
市
税
が
、
歳
入
全

体
の
23
・
９
％
に
あ
た
る
66
億
５
５

６
７
万
円
（
前
年
度
比
10
・
７
％
増
）

を
占
め
て
い
ま
す
。
国
の
三
位
一
体

改
革
に
伴
う
地
方
へ
の
税
源
移
譲
が

行
わ
れ
た
こ
と
な
ど
で
、
市
税
が
増

え
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
国
か
ら
の
地
方
交
付
税
は
、

歳
入
全
体
の
30
・
５
％
に
あ
た
る
84

億
９
５
９
４
万
円
で
、
前
年
度
よ
り

７
１
８
７
万
円
（
4.5
％
）
減
少
し
て

い
ま
す
。

　

市
債
は
道
路
や
学
校
な
ど
を
整
備

す
る
た
め
の
財
源
で
、
前
年
度
比
16
・

広報やながわ 2008.11.15

０
％
減
の
28
億
５
５
１
０
万
円
（
歳

入
総
額
の
10
・
２
％
）
を
借
り
入
れ

ま
し
た
。
こ
の
う
ち
、合
併
特
例
債
で
、

道
路
の
整
備
や
藤
吉
小
学
校
校
舎
の

建
設
な
ど
７
事
業
に
15
億
２
１
９
０

万
円
を
借
り
入
れ
て
い
ま
す
。

歳
出
は
0.3
％
増
の
２
７
５
億
円

　

歳
出
総
額
は
、
前
年
度
に
比
べ
0.3
％

増
の
２
７
４
億
９
２
１
２
万
円
で
す
。

　

歳
出
を
目
的
別
に
み
る
と
、
民
生

費
は
76
億
２
５
２
９
万
円
（
前
年
度

比
3.3
％
増
）
で
、
児
童
手
当
制
度
の
改

正
や
保
育
園
改
修
補
助
、
後
期
高
齢

者
医
療
制
度
の
準
備
経
費
な
ど
で
す
。

土
木
費
は
桜
ノ
木
団
地
建
替
事
業
や

高
橋
中
牟
田
線
道
路
整
理
事
業
な
ど

で
36
億
５
５
０
８
万
円
（
1.3
％
増
）
と

な
っ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
性
質
別
で
は
、
義
務
的
経
費

で
あ
る
人
件
費
や
扶
助
費
、
公
債
費

が
、
前
年
度
に
比
べ
2.9
％
増
の
１
３
４

億
６
６
７
４
万
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

さ
ら
に
投
資
的
経
費
は
学
校
や
道
路

な
ど
、
市
民
生
活
基
盤
の
整
備
な
ど

に
使
う
経
費
で
、
前
年
度
に
比
べ
8.9
％

減
の
58
億
２
１
９
８
万
円
に
な
っ
て

い
ま
す
。

　

次
に
旧
市
町
の
均
衡
あ
る
ま
ち
づ

く
り
の
た
め
活
用
さ
れ
る
地
域
振
興

基
金
に
つ
い
て
は
、
漁
業
団
地
建
設

や
柳
川
駅
東
部
土
地
区
画
整
理
事
業

な
ど
５
事
業
に
１
億
８
７
７
０
万
円

を
活
用
し
ま
し
た
（
７
ペ
ー
ジ
参
照
）。

　

皆
さ
ん
が
納
め
た
税
金
な
ど
が
い
く
ら
入
り
、
そ
れ
が
ど
の
よ

う
に
使
わ
れ
た
か
な
ど
、
市
の
台
所
事
情
を
示
す
の
が
決
算
で
す
。

今
回
は
、
９
月
の
市
議
会
定
例
会
で
認
定
を
受
け
た
平
成
19
年
度

の
一
般
会
計
決
算
な
ど
の
概
況
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

【歳入】
●市税…市が独自に確保できる財源で、「市民税」や、土地・
家屋にかかる「固定資産税」、「市たばこ税」など
●地方交付税…市町村の財源の均衡化を目的に国から交付
●市債…資金調達のための借金で、長期にわたり返済
●国庫・県支出金…国や県から特定目的の達成のために交付
●地方消費税交付金…消費税の 10分の１を財源に、人口や
従業者数により市町村に配分
●地方譲与税…国税の自動車重量税や地方道路税などが譲与

【歳出】
●人件費…報酬、給料、職員手当、共済費など
●扶助費…生活保護や保育所など福祉や医療助成の経費
●公債費…市の借金の返済金
●物件費…賃金、旅費、需用費、委託料などの経費
●補助費等…補助金や一部事務組合などにかかる支出
●繰出金…一般会計から国民健康保険特別会計、老人保健特
別会計などへ支出された経費
●維持補修費…公共施設などを維持補修するための経費
●普通建設事業費…道路、住宅、学校など公共施設の建設費
●災害復旧事業費…大雨などで被害を受けた道路や水路など
を修理する経費

財政用語解説

民生費

土木費

土木費

公債費

衛生費

教育費

消防費

その他

0 2 4 6 8 10 12万円

100002000030000
4000050000

固定資産税4万3340円

市民税3万9249円

市たばこ税5377円

その他2202円

歳出 歳出歳出

市税市税

農林水
産業費

10万3304円

1万6433円

1万1206円

3万3449円

3万4679円

3万7135円

4万2985円

4万3743円

4万9517円

民生費

土木費

教育費

総務費

公債費

民生費
衛生費

消防費

その他

消防費
8億2716万円(3.0％)

商工費 5億3201万円（1.9％）

災害復旧費 3億6215万円（1.3％） 議会費 2億7298万円（1.0％）

労働費 4579万円（0.2％）

民生費
76億2529万円
（27.7％）

土木費
36億5508万円
 （13.3％）

教育費
27億4107万円
（10.0％）

総務費
32億2883万円
（11.7％）

公債費
31億7293万円
（11.5％）

衛生費
25億5981万円
（9.3％）

農林水産業費
24億6902万円
（9.0％）

274億9212万円

歳出歳出

23億767万円

23億8591万円

13億7459万円

市税
66億5567万円
（23.9％）

その他①
（8.6％）

地方交付税
84億9594万円
（30.5％）

国庫支出金
37億9945万円
（13.6％）

市債
28億5510万円
（10.2％）

県支出金
（8.3％）

その他②
（4.9％）

【その他①内訳】
  繰越金
  諸収入
  分担金及び負担金
  
  使用料及び手数料 
  
  繰入金
  財産収入
  寄付金

【その他②内訳】
  地方消費税交付金

  地方譲与税

  自動車取得税交付金

  地方特例交付金

  利子割交付金

  配当割交付金
 
  交通安全対策特別交付金

  株式等譲渡所得割交付金

6億1096万円
5億7345万円

 4億4964万円

3億6329万円
2億8770万円

9806万円
281万円

6億5657万円

3億7139万円

2億786万円

4904万円

3115万円

2481万円

1774万円

1603万円

      188億3275万円  (6
7.6

%)

278億7433万円

歳入歳入

自主

財
源

依存財源

 90億4158万
円
（
32.4％

）

決
算
報
告

23億767万円
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  繰入金
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【その他②内訳】
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7.6
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歳入歳入

自主

財
源

依存財源

 90億4158万
円
（
32.4％

）

※��四捨五入の関係で計が一致
しない場合があります。

個人市民税
24億6522万円
（37.0％）

法人市民税
4億3193万円
（6.5％）

市たばこ税
3億9689万円
（6.0％）

軽自動車税 
1億5497万円（2.3％）

入湯税 751万円（0.1％）
都市計画税 2万円（0.0％）

固定資産税
31億9913万円
（48.1％）

市民税
28億9715万円
（43.5％）

　市税は市が独自に確保できる財源で、歳入全体の
23.9％を占めています。市税は前年度と比べ 6億 4490
万円（10.7％）増加しています。

市税66億 5567万円の内訳

歳出を性質別にすると

【その他内訳】
積立金
投資・出資・貸付金
維持補修費

5億2110万円
3億6546万円
1億2864万円

その他（3.7％）
10億1520万円

災害復旧事業費
3億3180万円（1.2％）

51億3434万円

31億8013万円

扶助費
（18.7％）

人件費
（18.7％）

公債費
（11.6％）

物件費
（9.9％）

繰出金
（9.1％）

補助費等
（7.1％）

普通建設
事業費

19億5845万円

25億761万円

27億2639万円

54億9017万円

51億5227万円

（20.0％）

その他の経費
（29.8％）

義務的経費
（49.0％）

投資的経費
（21.2％）

※性質別の分析は、一般会計 (274 億 9212 万円 ) と住
宅新築資金等特別会計 ( 一般会計からの繰入金 300万円
を除く 424 万円 ) の合計額 (274 億 9636 万円 ) で行っ
ています。

※歳出合計は 37 万 2451 円、市税合計は 9万 168 円。
平成 20年 3月 31日現在の人口、7万 3814 人で算出。

平成19年度

決算報告

３
億
４
３
５
２
万
円
の
黒
字
決
算
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▷介護保険事業7億9378
万円▷藤吉小学校校舎改
築事業 6 億 6550 万円▷
障害者自立支援給付費 6
億 2765 万円▷学童保育
事業 4360 万円▷後期高

齢者医療事業 4152 万円▷はり・きゅう・マッサー
ジ施設利用事業 3785 万円

教育・福祉の充実

▷柳川駅東部土地区画整理事業 10 億 844 万円▷
市町村道整備事業 4億 4094 万円▷桜ノ木団地建
替事業 2億 6349 万円▷歴史を活かしたまちづく
り事業 2億 727 万円▷密集住宅市街地整備促進事
業 1億 7663 万円▷中山地区まちづくり事業 6933
万円▷国土調査事業6876万円▷九州縦貫自動車道
路インターチェンジ取付道路事業負担金6580万円
▷西鉄中島駅前通り線事業費負担金 6163 万円

社会基盤の整備

▷漁業団地整備事業 7 億
658 万円▷元気な地域づくり
交付金事業9153万円▷活力あ
る高収益型園芸産地育成事業補
助金5044万円▷観光駐車場整

備事業4885万円▷国営造成施設管理体制整備促進
事業 2403 万円▷柳川市民まつりへの補助金 1275
万円▷プレミアム商品券事業補助 1170 万円

産業の振興

▷公共下水道事業負担
金 4 億 8293 万円▷塵
芥処理費 4 億 2826 万
円▷し尿処理費 3 億
1851万円▷健康診査が
ん検診事業 1 億 3474
万円▷小型合併処理浄
化槽設置事業補助金 1
億 2001 万円▷緊急時
用連絡管整備事業出資

金 2200
万円▷消
防ポンプ
自動車購
入 1835
万円

生
活
環
境
の
保
全

▷ 電 算 推 進 費 2 億
3360 万円▷市債繰上
償還元金 1 億 1784
万円▷市史編さん費
4552 万円▷参議院議
員通常選挙費 2460
万円▷県知事・県議会

議員選挙費 2090 万円▷行政評価推進費 434万円

その他

▼
実
質
赤
字
比
率
＝
赤
字
な

し
　

普
通
会
計
（
本
市
の
場
合

は
、
一
般
会
計
の
ほ
か
に
住

宅
新
築
資
金
等
特
別
会
計
、

公
共
用
地
先
行
取
得
等
特
別

会
計
）
の
赤
字
の
状
況
を
指

標
化
し
た
数
値
で
す
。
平
成

19
年
度
は
黒
字
（
赤
字
で
な

い
）
で
あ
る
た
め
、
数
値
が

出
て
い
ま
せ
ん
。

▼
連
結
実
質
赤
字
比
率
＝
赤

字
な
し

　

普
通
会
計
だ
け
で
な
く
、

国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
や

水
道
事
業
会
計
な
ど
す
べ
て

の
会
計
の
赤
字
や
黒
字
を
合

算
し
た
う
え
で
、
赤
字
の
状

況
を
指
標
化
し
た
数
値
で
す
。

平
成
19
年
度
は
黒
字
で
あ
る

た
め
、
数
値
が
出
て
い
ま
せ

ん
。

▼
実
質
公
債
費
比
率
＝
14
・

６
％

　

普
通
会
計
が
負
担
す
る
借

入
金
の
返
済
額
な
ど
の
大
き

さ
を
指
標
化
し
た
数
値
で
す
。

数
値
が
大
き
く
な
る
ほ
ど
借

入
金
の
返
済
額
の
比
率
が
大

き
い
こ
と
を
示
し
ま
す
。
平

成
19
年
度
は
、
基
準
の
見
直

し
な
ど
の
た
め
、
前
年
度
に

比
べ
0.8
％
下
が
り
ま
し
た
（
政

令
市
を
除
く
県
下
26
市
平
均

13
・
０
％
）。

▼
将
来
負
担
比
率
＝
96
・
８
％

　

地
方
債
残
高
や
職
員
の
退

職
金
負
担
見
込
み
額
な
ど
将

来
負
担
す
べ
き
実
質
的
な
負

債
額
を
指
標
化
し
た
数
値
で

す
。
数
値
が
大
き
く
な
る
ほ

ど
、
将
来
見
込
ま
れ
る
負
担

が
大
き
い
こ
と
を
示
し
ま
す
。

（
県
下
26
市
平
均
79
・
３
％
）

■
そ
の
ほ
か
の
財
政
指
標

○
経
常
収
支
比
率
＝
93
・
２
％

　

財
政
構
造
の
弾
力
性
を
見

る
指
数
で
、
経
常
的
に
収
入

さ
れ
る
一
般
財
源
が
、
人
件

費
、
扶
助
費
、
公
債
費
な
ど

の
経
常
的
に
支
出
さ
れ
る
経

費
に
ど
れ
だ
け
充
て
ら
れ
た

か
を
み
ま
す
。
こ
の
比
率
が

低
い
ほ
ど
、
財
政
構
造
が
弾

力
性
に
富
ん
で
い
ま
す
。
公

債
費
や
下
水
道
事
業
特
別
会

計
へ
の
繰
出
金
が
増
え
、
前

年
度
よ
り
0.8
％
上
昇
し
ま

し
た
（
県
下
26
市
平
均
95
・

４
％
）。

○
財
政
力
指
数
＝
０
・
49

　

財
政
力
を
現
す
指
標
で

「
１
」
に
近
い
ほ
ど
財
源
に
余

裕
が
あ
る
と
さ
れ
ま
す
。
前

年
度
よ
り
０
・
02
ポ
イ
ン
ト
上

昇
し
ま
し
た(

県
下
26
市
の

平
均
は
０
・
58)

。

市債(借金 )と基金(貯金 ) 市税と交付税の推移

地域振興基金の活用状況
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基金 市債

100
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円74
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円
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億
円
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億
円

339
億
円

266
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円

298
億
円
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億
円

98
億
円

336
億
円

20

0
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100

18年度平成15年度 19年度16年度 17年度

億円 市税 地方交付税

86
億
円

60
億
円

67
億
円

58
億
円

57
億
円

59
億
円

85
億
円

85
億
円

81
億
円
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億
円

　地域振興基金とは、合併前にあった基金を旧市町ごと
にまとめた３つの基金で、旧市町単位の均衡あるまちづ
くりのため活用されています。

340 万円
1930 万円

6000 万円
6500 万円

1億 8770万円

地元出役報償費
強化磁器食器購入

柳川駅東部土地区画整理事業
藤吉小学校改築事業費
　　　　合計

平
成
19
年
度

 

柳
川 

大
和 

三
橋

■平成 19 年度末現在高
7 億 1390 万円
5 億 3719 万円

15 億 7743 万円
28億 2852万円

柳川地域振興基金
大和地域振興基金
三橋地域振興基金
　　　　　合計

主
な

　
　

事
業
決算報告

平成19年度

財政指標の推移

0.38

0.40

0.42

0.44

0.46

0.48

0.50
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実質公債費比率経常収支比率

19年度18年度17年度16年度15年度

0.49

93.2

0.42

89.2

0.43

94.2

0.45

91.9

13.2

0.47

92.4

15.4 14.6

■財政指標の推移

財政力指数

%

決算報告

漁業団地整備費　　　　　　　  4000 万円

健
全
化
判
断
比
率
は
早
期
健
全
化
基
準
を

資
金
不
足
比
率
は
経
営
健
全
化
基
準
を
下
回
る

　

自
治
体
の
財
政
破
綻
を
未

然
に
防
ぎ
、
悪
化
し
た
団
体

に
早
期
の
健
全
化
を
促
す
た

め
、
こ
れ
ま
で
の
財
政
再
建

法
に
代
わ
っ
て
新
た
に
、「
地

方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全

化
に
関
す
る
法
律
」
が
制
定

さ
れ
ま
し
た
。

　

一
般
会
計
だ
け
で
は
な
く
、

公
営
企
業
や
土
地
開
発
公
社

な
ど
を
含
め
た
前
年
度
決
算

に
基
づ
く
、「
実
質
赤
字
比
率
」

「
連
結
実
質
赤
字
比
率
」「
実

質
公
債
費
比
率
」「
将
来
負
担

比
率
」
の
４
つ
の
健
全
化
判

断
比
率
（
左
ペ
ー
ジ
に
解
説
）

と
公
営
企
業
の
経
営
状
況
を

示
す
「
資
金
不
足
比
率
」
を

算
定
し
、
深
刻
な
財
政
状
態

に
な
る
前
に
早
い
段
階
で
財

政
健
全
化
を
図
り
ま
す
。

　

本
市
の
財
政
健
全
化
判
断

比
率
は
、
い
ず
れ
の
指
標
も

早
期
健
全
化
基
準
を
下
回
っ

て
い
ま
す
。
ま
た
、
資
金
不

足
を
生
じ
た
公
営
企
業
が
な

か
っ
た
た
め
、
資
金
不
足
比

率
は
数
値
が
出
て
い
ま
せ
ん

（
左
表
）。

平成19年
度実績

早期健全
化基準

財政再生
基準

実質赤字比率 ― 12.71％ 20.00％
連結実質赤字比率 ― 17.71％ 40.00％
実質公債費比率 14.6％ 25.0％ 35.0％
将来負担比率 96.8％ 350.0％

平成19年度実績 経営健全化基準
水道事業会計 ― 20.00％
下水道事業特別会計 ― 20.00％

【健全化判断比率】

【資金不足比率】

※実質赤字額、連結赤字額がないため「－」と表示
※早期健全化基準を超えると、いわゆる「イエロー
カード」、財政再生基準を超えると、いわゆる「レッ
ドカード」状態

※資金不足がないため、「－」と表示


